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はじめに
サブプライムローンの崩壊に端を発した世
界同時不況はわが国中小企業に多大な恐怖を
与えている｡ 戦後最長といわれた今回の景気
回復も､ 国内市場にたよる地場産業にはほと
んど縁のないものであった｡
グローバル化を成功させ､ 過去最高の決算
を連発した自動車完成車メーカー､ そのグルー
プ有力部品メーカー､ あり余る受注残を抱え
てきた機械メーカー､ あるいは電機メーカー
等の下請けも､ 元請けのコストダウン要求と
厳しい品質基準により苦しい決算を強いられ
たところが多かった｡ しかし､ 下請け企業の
常として､ 親企業のような決算は望むべきも
ないから､ たとえわずかでも利益の蓄積がで
きてきたのならよしとすべきであろう｡
厳しい環境のもとでも前を向いて､ コツコ
ツ前進していたら､ 突然大きな落とし穴に遭
遇し､ 前のめりになって倒れ込んだというの
が､ 今回の大不況に直面した中小企業のとま
どいとショックであろう｡ だが､ 外部環境が
どんなに急変しようとも中小企業は自助努力
で経営革新に取り組み､ 五里霧中の中から光
明を見出さねばならない｡
後を向いてため息をつくことはたやすい｡
外に向かってぐちを言い､ 嘆き､ 恨むことは
たやすい｡ だが､ そこからは何のプラスも生
まれない｡ どんな状況にあっても中小企業は
自らの力で活路をひらいていかなくてはなら
ない｡ 他をあてにせず自助努力でこの直面す
る苦境を乗り切っていくべきである｡
中小企業は従業員数も多くないため､ 上か
ら下まで経営者の背中をみんなが見ている｡
それだけに､ トップの弱気の姿勢は組織内部
に不安を投げかける｡
トヨタグループ会社の第一次下請けのある
会社のトップは､ ｢今まで社員にさんざん危
機感をあおったが､ ここまできたらじたばた
してもしようがない｡ ただ明るくふるまおう
と思う｣ と言っている｡ 組織というものは､
みんなが俯いてしまうと､ モチベーションが
徐々に下がっていく｡ それを食い止めるのは､
空元気でもいいから上を見て､ そして前へ進
むことである｡
俯いていたのでは､ 新たな創造も発想も生
まれない｡ そのような企業に経営革新を求め
るのは無理なことといわねばならない｡ だが
問題は､ 今回の世界同時不況は半年や一年の
短期間で収まりそうもないことである｡
地元大手機械メーカーの子会社のトップは､
親会社のこれまで好調だった受注残はこの
12 月 (2008 年) で底をつき､ その後持ち直
すには少なくても 2年間はかかると語ってい
る｡
08 年 11 月 17 日付 ｢日本経済新聞｣ の
｢経営の視点｣ 欄で ｢高成長を続けてきた自
動車産業に急ブレーキがかかった｡ 今回の減
速が浮き彫りにしたのは､ 『ものづくりと金
融のハイブリッド』 ともいえる自動車ビジネ
スの特殊性だ｣ と論じている｡
自動車の販売には ｢自動車ローン｣ という
与信の供給が欠かせない｡ だが､ 金融システ
ムが揺らげば､ 与信も滞る｡ 特に米国では､
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消費者の 9割がローンで車を買うということ
である｡ 与信にストップがかかれば新車販売
は急激する｡ ｢トヨタショック｣ は米国の市
場の急変によるものだ｡
自動車業界最強企業のトヨタ自動車は､
2009 年 3 月期の決算を見通し､ 1 兆 6000 億
円だった営業利益予想を 6000 億円に下元修
正し､ 下請企業にとどまらず地元の自治体に
もショックを与えた｡ 株式市場も暴落である｡
自治体も税収が減るから予算のやりくりに困
ることになる｡
トヨタの営業利益が 1兆円を突破したのは
2002 年 3 月期｡ その後も増益を続け 08 年 3
月期まで 6年間､ 利益 1兆円以上が当たり前
の企業になってきた｡ 営業利益の相当部分を
北米市場で稼ぐトヨタにとって､ 米国のバブ
ル崩壊は辛いところである｡ 日経新聞は ｢米
家計の可処分所得に対する債務残高の比率は
2000 年には 91％だったが､ 近年は 130％に
達していた｡ 『借金のほうが年間の実収入よ
り多い』 という米家計の平均像｡ 本来の実力
を超えて住宅や消費財が売れに売れ､ その一
つが自動車だった｣ と言っている｡
トヨタは今期だけで 1兆円の営業利益を喪
失する｡ しかし､ それでも 6000 億円は残る｡
これに対して世界自動車販売No. 1 を誇って
きた米ゼネラル・モーター (GM) どうか｡
同記事によればGMは ｢2 つの B｣ の選択を
迫られているという｡ ｢米政府によるベイル・
アウト (救済) か､ バンクラプシー (倒産)
か｣｡ 債務超過に陥り､ 巨額の赤字にあえぐ
今の GM にどのような選択肢があるのであ
ろうか｡ 今こそ経営革新の時を待ったなしに
迎えている｡ 企業は生きものである｡ かつて
の栄光のしがらみを断ち切り､ 改革の道を進
むことができるかどうか｡
以前デンソーのトップは言った｡ ｢トヨタ
グループには改革はいらない｣ と｡ トヨタは
グループ会社を含め日々改善することが当た
り前になっている｡ そのためにどの現場も､
問題の見える化に努めている｡ 問題を潜在化､
つまり隠さないで､ 絶えずみんなの前にさら
け出す｡ それを ｢5 つのWhy｣ を通して徹
底分析する｡ そしてその問題をみんなで潰す｡
これが改善である｡ ｢Why｣ の 3 つ目までは
現状をよく分析していれば進むことができる｡
が､ 4 つ目､ 最後の 5 つ目になると､ ものづ
くりの精神とは何かという領域にまで入らね
ばならなくなる､ とトヨタマンたちは言う｡
この ｢改善のためのWhy｣ を日々繰り返
していると ｢改革｣ をする必然性がなくなる｡
組織が革新を必要とするのは､ 日常の改善を
怠ったツケである｡ これがデンソーの現場改
善の基本的な考え方である｡
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図表 1 改革と改善の違い
改 革
現状の否定
将来のあるべき姿は何か
そのために現状打破
事業構造､ 組識構造の見直し
業務､ システムの抜本的見直し
社員の意識改革
新構造､ 新組識の実現
改 善
現状の容認
現状の問題は何か
問題点を取り上げ分析
改善のためのPDCAを回す
現状の障害を取り除く
現状を是正
現状の向上
ただ ｢改革｣ と ｢改善｣ は基本的に視点が
異なることは理解しておかなくてはならない｡
改革は経営戦略の視点でとらえないといけな
い｡ 改革を実行するには戦略的意思決定を必
要とする｡ これに対して改善は戦術的な視点､
つまり日常業務の中にある問題点を拾い上げ､
これを分析し､ やり方を工夫し､ そして変え
て是正処置をしていくことによって､ ほぼ問
題は解決される｡
改革は､ 改善と違って現状の否定からスター
トする｡ これに対して改善は現状を是認する
という立場をとり､ 現状の延長戦上でやり方
を変えていくという方法を取る｡ 否定と是認
(容認) の決定的な差が改革と改善の間にあ
る｡ 両者の違いを示したのが図表である｡
さて､ 本稿では過去経営革新に成功したあ
る中小企業のケースを取り上げ､ 実践的な視
点でアプローチしたい｡
この企業はトヨタグループの下請企業であ
る｡ 1948 年 3 月名古屋市内で創立されて以
来一貫して自動車・精密部品製造業として､
切削加工に関する技術を蓄積してきた｡ その
結果精密加工を得意分野とする企業として業
界で評価されるようになった｡
1 . A 社の概要 (｢経営革新計画｣ を行政に
申請した 2003 年時の概要)
・所 在 地 名古屋市内
・業 種 自動車､ 精密機械､ 産業車両
用部品及び治工具の製造
・資 本 金 2,000 万円
・年 商 9億円
・従業員数 46 名
A 社の現在の業務内容は､ 自動車部品
(A/T 部品､ 試作品) の切削加工品製造が中
心である｡ 納入先はトヨタグループ各社向け
が､ 全売上高の 80％強を占めている｡ 主要
設備は横型・縦型マシニングセンター､ 複合
NC旋盤､ NC旋盤等主要機種だけで 40 機を
上回る｡
今後の加工製品の高度化､ 多角化に向けて
二次元 CAD/CAMから三次元 CAD/CAM､
三次元測定機へシフトしていくため､ 関連機
種を複数購入し始めた｡ それに伴う技術者を､
人材派遣会社から受入れたり､ 自前で養成も
始めている｡
2 . 経営革新を必要とした背景
 内外の経営環境との関連
A 社は､ 1948 年創業以来､ いわゆる町工
場として自動車部品､ 産業車両部品､ 治工具
等を製造してきた｡ 創業以来トヨタ自動車グ
ループの第一次下請メーカーとして育ってき
た｡
親会社に対する納入高は数年前まで､ A
社全売上高の 80％を占める状況が続いてき
た｡ しかし､ 現在の自動車部品業界のコスト
ダウン競争は､ 極めて厳しいものがあり､ 一
社依存率の高さがそのまま企業の安定化につ
ながるとはいえない｡ むしろ､ 親会社の
QCD (品質・コスト・納期) 要求に応えら
れなければ､ いつ同業他社へ発注が移るか分
からないという不安を抱えている｡ 特に､ 前
述のコストダウンに対する厳しい要求は､ 当
社のような系列下請メーカーにとっては､ 今
後の企業存続に危機感を覚えるほどである｡
トヨタの 2002 年 (暦年) の国内生産は､
3,485 千台で､ うち国内販売は 1,680 千台で
あった｡ 国内生産の 5割以上が輸出に回って
いる｡ グローバル化の時代にあっては､ その
国のユーザーのための車は､ その国で生産を
ということは､ 一つの原則であると考えねば
ならない｡ 90 年代トヨタは生産設備投資の
ほとんどを北米､ ヨーロッパに振り向けてい
るのは､ 海外の批判をかわすためである｡
03 年 3 月期のトヨタグループ主要 9 社の
うち 7社が､ 本体の好調を背景に増収増益を
確保した｡ その好調さは､ グループ各社の下
請メーカーにあまねく行き渡っていない｡ A
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社は 3期前の売上高を 100 とすると､ 直近決
算は 83 に落ち込んでいる｡ グループ各社の
好調さとは逆行している｡ だが､ 付加価値額
の落ち込みは 2.3％に抑えている｡
A 社の経営は､ 現在三代目の後継者に移
管しつつある｡ 後継者は､ 初代､ 二代目に続
き自動車部品の製造を専業とすることに､ 危
機感を抱いてきた｡ 前述のようにトヨタの生
産が国内から海外へ比重を増していくなか､
グループ各社のように海外へ生産拠点を移す
ことが困難な A 社にとっては､ 自動車部品
専業下請メーカーから脱皮しない限り､ 将来
の展望は開けない､ と後継者は考えている｡
現在保有している技術・技能をいかに他分
野へ転用していくかを､ 受注の厳しい下で真
剣に検討している｡ A 社はこの 3 年間､ 利
幅の薄い号口品 (量産品) を受注しないよう
に努めてきた｡ その結果は 17％の売上減に
なったが､ 試作品等 A 社の技術・技能が活
かせる受注拡大に努めた結果､ 付加価値額の
落ち込みを全社で 2.3％減に抑えた｡ 1 人当
たりの付加価値でも 5.3 ％のマイナスに抑え
た｡
今後､ 中小製造業が生きていく道は､ P
(生産計画) と C (チェック) を親会社にと
られる他社主導の経営ではなく､ 自社の裁量
でPDCA が回せる企業に脱皮していくこと
である｡ そのためには､ 利益の大半は設備投
資に回し､ 生産のクオリティを充実させると
ともに､ 従業員の教育訓練にも傾注しなけれ
ばならない｡
そのことをいち早く洞察した後継者は､
ISO 9002 (後に ISO 9001 に認証変更) を
2000 年 12 月認証取得､ 次いで ISO 14001 を
03 年 4 月に取得した｡ この二つの認証取得
によって､ 品質・環境面で､ 自主的に
PDCA が回せる企業に変身させようとした｡
後継者にとっては､ このことは今後のマネジ
メントの展開に､ 大きな自信となった｡
 業務の効率化
A 社は､ 現在本社工場の他に､ 名古屋市
内にもう一つの工場を保有している｡ 本社工
場は主に試作品を取り扱い､ 別工場では量産
品を中心に製造してきている｡ 最近 5期間の
うちピークの売上高は 3 期前で 11 億円弱で
あった｡ その額は直近の実績を 20.0％上回っ
ていた｡ しかし､ 売上高経常利益率はピーク
時の 3.2％に対して､ 直近は 3.4％と 0.2 ポイ
ント改善されており､ 付加価値重視の経営と
いう視点で見れば､ 量産品の製造については
再考すべき時期に来ていることは事実である｡
さらに､ 10 億円の売上げ規模､ 46 名の従
業者規模の企業が 2ヵ所に工場を持つことの
是非も検討する時期に来ている｡ A 社は本
社工場で高付加価値の試作品を､ 別工場で売
上げを取る量産品をという棲み分けをしてき
たが､ 業界の環境が厳しさを増す中で､ 製造
拠点の統合をはかることは､ 緊急かつ重要な
課題となってきた｡ 特に本社工場の近隣住民
に対する騒音問題など､ 現在はその対策に怠
りはないが､ 将来的には不安を抱えている｡
後継者は､ 新立地で工場の統合を進める決
断をして､ 種々の物件を当たっていたが､ こ
の度､ 適地が見つかった｡ それは空き工場で
あるが､ 場所は名古屋市内､ JR 駅至近距離
の好立地にある｡ 規模的には問題はない｡
現在の別工場は賃借物件であるため､ これ
を返して新立地の空き工場に移っても賃借料
は下がっているため､ その負担は変わらない｡
ただし､ 移転費用と工場の整備のための投資
の合計が 8,000 万円はかかると見積られてい
る｡ 後継者は再度､ 投資採算計算をして移転
のための最終判断を下す｡ が､ 工場統合の考
えは固まっている｡
工場統合によって得られるメリットは､ ①
人材の有効活用､ ②コミュニケーションの迅
速化､ ③作業のスピードアップ､ ④納期短縮､
⑤管理費の削減等があげられる｡ 端的にいえ
ば､ 各種のムダが減少する｡ 業務の効率化の
ために､ 今回の後継者の決断は正しいと判断
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される｡
3 . 経営革新計画の策定
 事業化計画
工場統合と並んで A 社が検討しているこ
とは､ 第 2次下請製造業からの脱皮である｡
トヨタ自動車をエンドユーザーとすれば､ 自
動車部品に関しては､ A 社は第 2 次下請け
である｡
今後トヨタの国内生産が海外シフトの速度
をはやめることにより､ 第 2次下請メーカー
は､ ますます厳しい状況に置かれる｡ 早晩第
2 次下請メーカーの統合が出てくるものと考
えられる｡ A 社が独立企業として生成発展
していくためには､ 自動車部品以外の加工に
軸足を移していかなくてはならない｡
A 社はステンレス､ アルミニウム､ 鉄を
材料とし､ 切削加工全般を受け持っている｡
単品・試作に関しては､ 研削､ 放電､ ワイヤー
加工､ 溶接､ 表面処理も行なっている｡ さら
に材料についても､ 樹脂､ ゴムの加工も行っ
ている｡ 三代にわたる切削加工業として蓄積
されたノウハウを持っている｡ それを支えて
いるのが､ 教育された技能職と高精度・高生
産の新鋭設備の導入である｡
A 社の特色は､ 多数の新鋭設備と内製治
具刃具により､ 多様なニーズに応えるところ
にある｡ さらに､ 短納期・低コストにも対応
できる､ と自信を持っている｡ 長年トヨタグ
ループ企業に鍛えられた成果である｡
A社の新たな事業化計画は､ 三次元 CAD/
CAMと加工機をリンクさせ､ 短納期で製品
を提供する生産システムの構築である｡ 工場
統合化により工場間の物流がカットされ効率
化が進むとともに､ 3D データ活用のために
CAD を導入することにより準備も含め､ 生
産時間の短納期化に対応しようとしている｡
客先から来る 3D の図面を､ 2D 化して現
場で加工したり､ そのまま 3Dで加工するこ
ともある｡ このような加工業は､ ユーザーか
ら選別される企業となれる｡ 三次元 CAD/
CAMの導入で､ これまで削れなかった自動
車部品や他業界の部品の試作も手がけていく｡
そのために､ 3D の自動測定機ソフトを導入
する一方､ 加工図をダイレクトにやれるソフ
トも導入する｡
 設備投資計画
A社は CAD/CAMを活用した生産システ
ムを構築し､ 短時間でモノ造りをし､ 短納期
で顧客の要望に応えるための投資をしている｡
下請中小製造業には､ 量産に向いた企業もあ
れば､ A 社のように試作品に活路を見出し
ている企業もある｡
A 社は､ ロット生産方式から 1 個流しの
生産方式へ移行するために､ 高精度・高生産
の新鋭設備の投資は今後も続ける意向である｡
ただし､ 当面は工場の統合化投資に全力を傾
ける予定である｡ そのために前々期は高速加
工機に 36 百万円､ 前期も 45 百万円の同様の
設備投資を実施ずみである｡
今後の課題は､ 空き工場物件の賃借である
ので､ まずインフラの整備の投資をせねばな
らない｡ 前述したように､ その総費用は
8,000 万円と予測している｡ 計画が予定通り
進めば､ 04 年の 1 月には移転を完了する｡
最初にかかる工事は､ 工場全体の空調設備の
完備である｡ 機械関係は､ 前述したように複
合NC旋盤､ NC旋盤､ 縦型MC､ 横型MC､
三次元 CAD/CAM､ 三次元 CAD 等を始め
数十台の設備を持っているので､ 新工場のイ
ンフラ整備が完了するまでは､ 新鋭機械の導
入は考えていない｡
その後は自動車部品の枠を超えて､ 例えば
医療機器関係などの分野へ進出するために､
新しい設備投資は止むことがないと考えてい
る｡
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4 . 経営革新推進の組織体制
 経営者の役割
A 社は､ 年度経営方針に品質システムの
維持､ 号口品の原価低減と並んで ｢高精度加
工技術の取得｣ を掲げている｡ その実現のた
めの実施項目は､ ①難切削材の加工､ ②
CAD/CAM技術者の育成､ ③高速加工への
挑戦､ となっている｡
後継者は､ 30 歳代半ば前の若さをフルに
活用し､ 僅かな睡眠時間で活動している｡ 大
卒後トヨタグループ会社へ入社した時から長
時間勤務に馴染んだせいか､ 働く時間の長さ
は苦にならない｡ 本人は､ ｢従業員が働いて
いる時間は､ 全部任せて､ 自分は別のことを
する｡ 従業員が帰った後に工場へ入る｣ と言
い､ それが自分の流儀と割り切っている｡ 残
りの仕事､ 急ぎの仕事の最終処理を､ 自分が
やることに抵抗を感じていない｡
A 社は､ 後継者が帰ってきて業務に就く
と同時に､ 社長が会社へ出てこなくなった｡
社長が居座っていてはやり難いだろうという
配慮からである｡ 修業から帰って来たからに
は好きなようにやって貰う､ というのが社長
の考えである｡ その代わり､ 陰で色々な支援
をしている｡
後継者は現在副社長の職にあるが､ 任され
た以上やり抜かねばならないので､ 長時間会
社に残り､ 現場管理から全般管理まで幅広く
業務をこなしている｡
経営革新をしていく決め手の一つが情報収
集である｡ 特に加工メーカーの展示会の見学
では､ 大きな刺激を受けるとともに､ 自社の
方向を変えていくために貴重な情報を得てい
る｡ 東京出張は､ 展示会の見学のためにある
といってもよいほどである｡
経営者の役割を 4 つの顔で説明すると､ 1
つは ｢外向きの顔｣ があげられる｡ 外部情報
の収集と選択を通し､ 変化知覚力を磨き､ 激
動の時代を生き抜く新しい発想と適応能力を
持つことである｡ 次いで ｢前向きの顔｣｡ 変
化を読んで自分なりに検証したら､ 積極果敢
に課題に挑戦することである｡ 3 つ目が ｢横
向きの顔｣｡ 組織内外の利害関係者に対する
交渉力､ 折衝力､ 説得力を身につけることで
ある｡ 最後の 4 つ目が ｢内向きの顔｣｡ 内部
管理､ 日常業務管理､ 部下管理等の業務をこ
なすことである｡
後継者は､ 4 つの顔のうち､ 中小製造業に
は珍しく外向き､ 前向きの顔のウエイトが高
いことである｡ A 社の経営革新を考える場
合､ 後継者の姿勢は高く評価すべきものがあ
る｡
 社内体制
現在は営業部で 3グループ､ 製造部は本社
工場が 2G､ 別工場で 2G､ 品証部 1Gが活動
している｡ 営業の 3Gは担当が各 1 人という
少数精鋭化を維持している｡ 品証部は 1Gで
あるが 2工場に担当が分かれている｡
A 社の非効率な面は､ 社内物流が 2 工場
の間に頻繁に行われていることや品証部の重
複などである｡ さらに連絡・打合わせなどの
コミュニケーション活動のために移動が行わ
れることも大きなムダである｡
工場統合化による最大のメリットの一つは､
これらのムダが激減することである｡ また､
現時点ではその効果は定量的に予測できない
が､ 統合によって組織エネルギーが倍加する
ことが考えられる｡ そして､ 仕事に対する相
互啓発の機会が増えるのと､ 急ぎの仕事に対
しても人員を集中的に投入することができる｡
二つに分かれていた社員が一本化するので
あるから､ 1＋1＝2 が 22＝4 のエネルギーに
なることも可能である｡ それにはトップをは
じめ部門長のリーダーシップ力が問われるが､
A 社はこれまでに管理・監督者の教育には
しっかり投資をしてきている｡ 最低月 1回以
上､ 外部講師による研修が 10 年以上続いて
いる｡
中小製造業でありながら､ 2 部門の ISO
を認証取得したり､ トヨタグループ会社から
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品質表彰を受けてきているのは､ 人材が育っ
ているからだと思われる｡ 後継者が自動車部
品以外の製品分野にも軸足を移そうとしてい
ることの背景には､ 高品質・高精度新鋭機械
に対する投資以上に､ 地道な教育投資が続け
られたからである｡
中小製造業が勝ち残っていくためには､ ニッ
チな製品を狙うこと､ そして日本に 1社しか
ないような､ 競争相手のいないような製品を
産み出す企業を目指す気概を持つべきだ､ と
後継者は考えている｡ その他大勢の中での競
争では勝ち残れない､ と見ている｡
後継者によれば､ 今後一年余､ 売上高は
10％以上落ち込むという予測であるが､ これ
は号口品という量産品から足を洗うからであ
り､ また新規顧客開拓がスムーズにいかない
場合を想定したものである｡
経営革新を推進するためには苦しみが伴う｡
しかし､ A社はそれ以上の新しいエネルギー
が社内に生まれ､ 大きな不安を払拭するもの
と期待される｡
5 . 旧 ｢中小企業経営革新支援法｣ による経
営革新計画の推進
A 社が愛知県に対して ｢中小企業経営革
新支援法｣ に基づく経営革新計画の承認を求
めたのは 2003 年夏であった｡ 同法は現在､
｢新事業創出促進法｣ ｢中小企業の創造的事業
活動促進に関する臨時措置法｣ と一体になり
｢中小企業新事業活動促進法｣ に衣更えして
いる｡
同法は ｢経営革新｣ を ｢事業者が新事業活
動を行うことにより､ その経営の相当程度の
向上を図ること｣ と定義している｡ この法律
は､ 業種による制約条件をつけないで､ 全業
種の経営革新を支援しているが､ 具体的な数
値目標を含んだ経営革新計画の作成が要件と
なっている｡
A 社は当時の旧法によって計画申請をし
たが､ その法律の特徴は
① 今日的な経営課題にチャレンジする中
小企業の経営革新 (新たな取り組みによ
る経営の向上) を企業種にわたって幅広
く支援
② 経営資源・得意分野に限りのある中小
企業の経営革新には､ 他者との柔軟な連
携関係を最大限活用することが不可欠｡
このため､ 中小企業単独のみならず､ 異
常種交流グループ､ 組合等多様な形態に
よる取組みを支援｡
③ 事業者が経営の向上に関する目標を設
定することにより､ 経営目標を達成する
ため経営努力が促がされる制度で､ 支援
する行政側でも､ 計画実施中に､ 対応策
へのアドバイス等を行い､ フォローアッ
プを実施｡
というものである｡ 現法でもそれらの施策は
そのまま生かされている｡ A 社は他社との
連携はいっさい考えず､ 当初から単独で計画
策定をした｡
最初の関門は､ A 社の計画が 2 ヵ所にあ
る工場を統合し､ 経営の効率化をはかるとい
う内容であったが､ これが法律で規定してい
る ①新商品の開発又は生産 ②新役務の開発
又は提供 ③商品の新たな生産又は販売の方
式の導入 ④役務の新たな提供の方式の導入､
その他の新たな事業活動のどこに該当するか
ということであった｡
ただ同法で規定する ｢新たな取組み｣ につ
いては､ ①個々の中小企業者にとって ｢新た
なもの｣ であれば､ 既に他社において採用さ
れている技術・方式を活用する場合でも原則
として承認対象とする｡ ②また､ 設備の高機
能化や共同化が依然として大きな経営課題と
なっている場合､ 設備の高機能化や共同化に
よって新たな生産方式を導入し､ 生産やサー
ビスの提供効率を向上するための取組みも承
認対象とする｡ ③更に事業活動全体の活性化
に大きく資する生産や在庫管理のほか､ 労務
や財務管理等経営管理の向上のための取組み
についても､ 広い意味での商品の新たな生産
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方式､ あるいは役務の新たな提供方式等とし
て承認対象とする｡
以上の内容の中で A 社は③に該当する
｢事業活動全体の活性化に大きく資する生産
や在庫管理｣ として申請することとした｡
そして､ 申請する ｢経営革新計画｣ の中に
ある ｢経営革新の目標｣ では､ 計画のテーマ
を ｢工場 (生産拠点) の統合化｣ として内容
については ｢当社は下記の 3点を主目的とし
て経営革新に取り組んでいる｡ ①ロット生産
から 1 個流しの生産方式 ②工場間物流カッ
トによる効率化と在庫管理の効率化 ③3D
データ活用のために CADの導入 (生産準備
を含め生産時間の短納期対応)｣ とした｡
｢経営革新の概要及び既存事業との関係｣
では ｢当社は､ 1948 年 3 月設立以来一貫し
て自動車・精密部品製造業として､ 切削加工
に関する技術を蓄積し､ 精密加工を得意とす
る企業として前進してきた｡ 高精度を誇る製
品を提供するために､ 時流に適応した設備投
資をし､ 経営革新に努めてきた｡
今回は､ 3D データ活用のために CAD を
導入し､ 従来の生産方式を革新させ､ 1 個流
しの生産を軌道に乗せたい｡ また､ 工場統合
化による効率化をめざしたい｡
さらに受注面では､ 得意先及び技術分野の
異なる企業と連携し､ 新規顧客開拓をめざし
たい｣ とA社の意気込みを示した｡
もう一つの大きなポイントは A 社が提供
する経営革新計画書の経営目標である｡ これ
が達成される見込みがないと､ 計画の承認が
受けられない｡
① 経営革新計画書の計画期間については､
承認の対象となる計画期間は 3年間から
5年間とする｡
② 経営目標の指標については､ ｢1. 付加
価値額｣ 及び ｢2. 一人当たりの付加価
値額｣ を使用
③ 承認の対象となる経営目標については､
上記いずれかの指標について､ 5 年間の
計画の場合､ 計画期間である 5年後まで
の目標伸び率が 15％以上｡ なお計画期
間が 3 年間の場合は 9％以上､ 4 年間の
場合は 12％以上の目標であること｡
これらの条件を充たす計画書が A 社から
愛知県へ提出され問題なく承認された｡
A 社トップが当初不思議に思ったのは､
付加価値額の算出方法だった｡ ｢中小企業の
財務指標｣ (中小企業庁編) では付加価値
(加工高) を (経常利益＋労務費＋人件費＋
支払利息引料－受取利息配当金＋賃借料＋租
税公課＋減価償却実施額) となっているが､
今回の計画書では (営業利益＋人件費＋減価
償却費) の 3項目で収められていることに多
少の違和感を持った｡ これら 3項目と ｢中小
企業の財務指標｣ では付加価値額の大きさが
異なる｡ 今回の計画書の方が加算する科目が
少ない分厳しい見方になる｡ しかし､ この算
式の方が単純明快である｡ また算出作業も楽
である｡
そのため最初違和感を持ったものの､ 数字
をなぶって見ると､ こちらの方が計算しやす
いという利点を持っていたので良かったと
A社後継者は納得した｡
A 社が受けた施策上の恩典は ｢政府系金
融機関による低利融資制度｣ であった｡ A
社は 2工場の統合に関る移転先貸し工場の保
証金､ 内装費､ 空調関係費等合わせ 8,000 万
円の融資を当時の商工中金から 7年間の期間
で受けた｡
計画期間は 3年間 (03 年 8 月～06 年 7 月)
で､ 付加価値額の目標伸び率は 9％以上とい
う条件であったが､ A 社は 10％と目標設定
した｡
6 . 経営革新計画の遂行結果
A 社が名古屋市内の新工場へ移転を開始
したのは 03 年 12 月末であった｡ そして､ 04
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1. 付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費
2. 一人当たりの付加価値額＝付加価値額/従業員数
年正月明けには新工場による操業が始まった｡
通常のものづくりに支障がないよう年末と年
始に統合移転を完了させ､ 受注先には迷惑を
かけることなく､ トヨタグループの仕事初め
の日には､ A社も新工場が稼働した｡
試作品とは水ものといわれるが A 社は､
号口品では価格が抑制されるため､ 将来を考
えて事業方針の転換をはかることとした｡ 特
に A 社が経営革新計画の承認を求めて立ち
上がった 03 年はトヨタ自動車の ｢CCC 21｣
の仕上げの年であり､ 多くのグループ会社の
下請け企業は厳しいコストダウンの渦中に入っ
ていった｡
｢CCC 21｣ (Construction of Cost Compe-
titiveness) は 2000 年 7 月から 3カ年計画で
スタートしたコスト低減活動である｡ ｢CCC
21｣ は内装品も含む総原価の低減活動であっ
たが､ 特に購入部品について調達コストを大
幅に削減する活動であったため､ 第 2次下請
けが大きな影響を受けた｡
具体的には､ トヨタが素材メーカーや部品
メーカーと一体になって､ 製品の設計段階か
ら連携し､ 部品の共通化や製造方法の抜本的
な見直しをしようとするものであったが､ 第
2 次下請けにとっては大きく利幅を削られる
こととなった｡ しかし､ ｢設計・技術｣ ｢生産｣
｢調達｣ ｢固定費｣ の 4面からの生産革新は､
大きなコスト低減実績を上げ､ トヨタ自動車
およびグループ会社は､ 品質とともにコスト
面でも自動車の国際競争力を高めていった｡
トヨタは連結営業利益が 1兆円を突破した
のは 02 年 3 月期からであったが､ ｢CCC 21｣
の総原価低減活動の成果がこの面にもよくあ
らわれている｡ トヨタの類いまれな体質強化
は､ グループ企業の下請けの努力に負うとこ
ろが大きい｡ A 社は逆に原価低減の矢面に
立つことを嫌い､ 自主独立経営の道はないか
と戦略を練ってきた｡
ライン量産部品の号口品を取り扱っていれ
ば必ず価格の引き下げに巻き込まれる｡ 試作
品を主力製品とすれば､ A 社が難しい図面
をこなすだけの実力を持っている限り､ 価格
はほぼ対等に発注者と話し合うことができる｡
車の場合､ 新型車を開発する際は生産設備
も含め､ 試作部品を下請けに発注する｡ A
社はこの試作部品の生産を主力製品としたい
と願って､ 工場の統合化をはかり､ 現場を一
体化し､ 相乗効果が湧いてくることを期待し
た｡
一つの工場の中で技術担当が切磋琢磨すれ
ば､ 困難な仕事もこなしていけるはずである｡
ただ問題は､ 技術を磨いていっても､ それを
外部の人たちに理解されなければ､ 販路開拓
にならないということがある｡ 精密切削がで
きる技術力をどう外の企業に理解してもらえ
るのか､ それが問題であった｡
その問題を解決するために､ 事業承継者で
事実上経営を任されていた副社長は､ 日経新
聞が主宰する ｢ものづくりパートナー｣ の会
員になり､ ものづくりパートナーフォーラム
に参加するようになった｡ また同誌 ｢日経も
のづくり｣ では ｢治具・試作・単品｣ を ｢高
精度・高品質部品を短納期でお届けします｣
と PR している｡ ｢精密切削技術｣ では ｢新
鋭マシニングセンターを中心とした設備群と
独創の内装設備､ 蓄積のノウハウで多様なニー
ズにお応えします｣｡
｢品質保証｣ では ｢独自の測定システムに
よる厳格な検査体制で加工部品の高品位化を
実現しています｣｡ ｢CADデータ対応｣ では､
3 次元 CAP/CAM と加工機をリンクさせ短
納期を実現しています｣｡ ｢提案型｣ では､
｢セールスエンジニアが設計意図を十分に汲
み取り､ 最適加工を迅速に提案します｣｡
以上のPRが功を奏し､ ガス機器メーカー､
電動工具メーカー等から試作部品の問い合わ
せがあり､ そのうちいくつかは継続的にオー
ダーが来るようになった｡
このような努力の結果､ A 社の経営革新
計画は次のような数値を示して､ 成功のうち
に完了した｡
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03 年 8 月の計画書提出時の 3 年間の目標
伸び率を 10％と計画したが､ 結果としては､
それを上回る実績を示すことができた｡ 付加
価値額では 12.4％の､ 一人当たりの付加価
値額は 14.6％の伸び率となった｡
A 社の工場統合化による一連の経営革新
計画は､ 当社の目標を上回る実績を残して幕
を閉じることができた｡ この最大の要因の一
つが事業承継者である副社長の戦略的意思決
定による｡ 副社長の戦略的な決断が結実した
ものと評価される｡
むすび
中小企業の典型的な町工場である A 社が
何ゆえに経営革新を意図したか｡
初代､ 二代目はトヨタグループ企業の第 1
次下請けとして､ 精密切削部門で､ トップ自
ら先頭を切って技を磨いてきた｡ 技を磨くた
めに､ その時々において新鋭機械の導入も怠
ることなく行ってきた｡ 新しい設備の導入は､
それを使いこなすために技能のレベルアップ
を現場の人たちに要求する｡ そのため人も鍛
えられ､ 少数先鋭化が実現されてきた｡
A 社はヒト・モノの面で現場でのレベル
が高い企業として発注元企業から評価をされ
てきた｡ ただ町工場特有の人に技術・技能が
ついて回るため､ 人の能力のバラツキが大き
いのが欠点である｡ そのため人によっては受
けた仕事を､ 納期に間に合わすため夜を徹し
て加工するということも起きる｡ だから時間
外手当をいっさいカットしない会社として今
日までやってきている｡
A 社は号口品を主力とする加工業であっ
た｡ 初代の時は 90％が号口品､ 10％が試作
品､ 二代目の代では号口品が 80％､ 試作品
が 20％であった｡ 三代目の現副社長は元請
企業へ大学を卒業してすぐに入社し､ 生産技
術室で鍛えられた｡
本人の仕事は人よりはやく覚えたいという
意欲と､ その人の能力に応じて仕事の幅を広
げ､ さらに任せるという事業部の方針もあり､
同期の他のメンバーにくらべ責任ある仕事が
回ってきた｡
早朝に出掛け､ 夜半近くになって帰るとい
う日も多かった｡ 当然土､ 日も出勤するとい
うことも多かった｡ 本人の実力が日を追って
職場で高く評価されるようになった｡ そのた
め修業のつもりで出した親としては勝手が違
うという事態になった｡
3 年から 5 年間の修業で自社に戻したいと
考えていた二代目であったが､ 親会社がなか
なか帰そうとしない｡ やきもきしているうち
に三代目は 30 歳近くなってしまった｡ 結婚
をして子供までできた｡ そんな時に二代目の
父親が入院するほどの病気になって､ それを
潮にようやく A 社へ戻り事業承継者の道を
歩みはじめた｡
最初の 2年間は総務､ 経理､ 資金など､ こ
れまでに経験しなかったことを社内で学んで
いった｡ そして自分が主体的に動いたのは､
ISO 品質マネジメントシステムの認証取得
であった｡ この認証取得には 1年余の時間が
かかったが､ コンサルタントとのやり取りの
中で管理とは何かということを実践的に学べ
たことが､ 本人にとって大きなプラスになっ
たものと思われる｡
今回の事例となった 2003 年の経営革新計
画承認申請の頃には､ 取締役副社長になって
おり､ 経営の全権を任されていた｡
手狭になった本社工場を補うために車で
30 分程の場所に第 2 工場を持って業務の拡
大に対応してきたが､ 人的交流面､ 物流面で
ムダが発生していた｡ 生産面では､ 本社工場
が試作品､ 第 2工場が号口品というすみ分け
をしていたが､ 計画的に仕事のふり分けがで
きるような受注はもともとムリなことである｡
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経営の向上の
程度を示す指標
計画時
(千円)
3 年後
(千円)
伸び率
(％)
1 付加価値額 395,977 444,936 112.4
2
一人当たりの
付加価値額
8,627
(46 人)
9,887
(45 人)
114.6
中小企業はムリがきくから親企業にとっては
重宝なのである｡
A 社が効率的な管理ができるようになる
ためには､ 工場の統合化は喫緊の課題であっ
た｡
同時に新たに経営陣の一角に収まった副社
長 (経営の執行責任を背負っているが法的に
は代表権を持っていない) による経営革新の
実行である｡ 資本関係はいっさいないが親会
社で修業してきて､ 新経営者となった副社長
が身をもって学んだことは､ 自主管理､ つま
り PDCA が自分の意思で回せる力量を持た
ない下請け企業は､ いつも価格と納期で頭を
抑えられる存在に甘んじるということであっ
た｡
新経営者がめざす経営革新は前述してきた
ので重複を避けるが､ 値決めが自分でできる
会社､ 量を追わなくてもしっかりと利益を生
み出すことができる会社づくりであった｡ 号
口品生産の下請けでは､ PDCA のうち自社
がやるのは主に Dの部分である｡ C と Aは
親会社の品質基準に従うことが義務づけられ
ている｡ Pの生産計画は､ 親会社の内示およ
び発注で決まる｡ つまり PDCA の根幹部分
は親会社により管理されており､ 自分たちの
裁量で実施できることには限界がある｡
新経営者は PDCA を自分が主体者になっ
て回せる会社にしたいと願った｡ 技術・技能
の質的な力量によって経営ができる会社にし
たいと願った｡
工場の統合化によって 2ヵ所に分散してい
た経営資源が集約された｡ 特にヒトの結合は､
技術・技能レベルを上げる面で大きな期待が
かけられた｡ 設備の統合も有力な武器となっ
た｡
A 社がねらいとした経営革新は前述した
ように､ ｢ロット生産から付加価値の高い 1
個流しの生産方式｣ ｢物流の効率化とムダな
在庫の一掃｣ ｢3D データ活用のために CAD
の高度な活用｣ であった｡ 社内がまとまるた
めの条件は､ 長年しみついてきた号口品の生
産からの脱却であり､ 難しい図面の製品づく
りに挑戦することであった｡
中小企業では､ 困難な加工技術を必要とす
る図面を現場の管理者に見せると返ってくる
答えの多くは､ ｢これはうちの設備ではでき
ない｣ ということである｡ 職人として自分の
腕が不足していることを言うのはプライドが
許さないから設備のせいにして逃げる｡ A
社でも例外なくこの問題が起きた｡
A社の経営理念は次のとおりである｡
さらに､ ｢全員参加により活力ある企業風
土をつくることを経営理念として､ 高いレベ
ルの精密加工を追及してきました｡ また､ 豊
かな 21 世紀社会の貢献をはかるとともに､
クリーンで安全な製品を提供する企業活動を
行い､ 地球環境との調和ある成長をめざしま
す｣ という付記が続く｡
｢品質第一｣ と経営理念の冒頭の一文があっ
ても､ 設備のせいにして困難なものづくりを
逃げたがる現場の保守的な姿勢が壁になる｡
組織全体に向かって経営革新をしかけるに
は､ パラダイム (組織内メンバーが共通に持っ
ているものの見方の枠組みと共有されている
考え方の基本) の転換が必要になる｡ そのた
めには､ 企業トップがまず意識改革をし､ 社
内に問題提起し､ 揺さぶりをかけていかねば
ならない｡
号口品主体の加工では､ 汗水流すという表
現が似合う仕事が多い｡ 試作品､ 特に高度な
切削技術が要求される製品では工夫につぐ工
夫の積み重ねで知恵をしぼらねばならないこ
とが多い｡ 習慣的に同じものをつくる (たと
え小ロットといえども) 号口品にくらべれば
一品ものの試作品は現場にとっては辛い仕事
である｡ だから､ ｢これを削る機械がうちに
はない｣ という逃げの奥の手が出る｡
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品質第一 品質の優れた製品の提供
顧客優先 お客様に満足と信頼を得る
技術革新 新しいものづくりに挑戦し､
技術力トップをめざす！
これに対する副社長の揺さぶりは､ 直ちに
それを削ることができる新鋭設備の導入をす
ることで実行された｡ これによって現場は言
い訳が許されなくなった｡ 新鋭設備を使いこ
なすためには､ 現場のレベルアップが要求さ
れる｡
A 社はこの好循環によって売上高は伸び
ないものの､ 付加価値率を上げて､ 経営革新
計画を成功させた｡
A 社にとって幸運だったことは､ 親会社
の方も事業の多角化をめざして経営革新をし
ており､ 新しい事業室の発足により､ 試作品
を必要とする環境が生まれつつあった｡ A
社は ｢日経ものづくりフォーラム｣ が取り持
つ縁や､ HP の活用で､ 自動車業界以外の企
業からの受注も出てきたが､ 一番大きな受注
は､ 親会社の中での受注が横へ拡がったこと
である｡
つまり､ 号口品から試作品への転換が新た
な市場開拓を､ トップが足で歩いて積極的に
セールスすることなしに可能になったのであ
る｡ 親会社の内部で A 社の加工技術を高く
評価してくれ､ 試作品の受注が増えたのは幸
運であった｡
時も移って今日､ 100 年に一度といわれる
大不況の中で､ さすがに A 社も月次損益を
赤字にしはじめた｡ トヨタショックによる受
注の見通しが立たない状況は､ 優良中堅メー
カー､ 中小メーカーまで例外なしに巻き込ん
でいる｡
｢かってない不況からは､ かってない工夫
が生まれる｡ だからいたずらに不況を恐れて
はいけない｣ という言葉は 1965 年の不況の
際に松下幸之助が社内に向かって言ったこと
と記憶しているが､ 今勇気を持ってそのよう
な檄をとばす経営者がどこにいるのだろうか｡
ショックでうつむいているだけでは活路を
見い出すことはできないのだが……｡
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